
モーリタニア月例報告 

（２０２６年１月） 

 

２０２６年３月 

在モーリタニア日本国大使館 

 

【内政】 

１月 ８日 国民対話の開始 

１月２２日 首相演説：２０２５年の政府活動報告及び２０２６年

の展望 

１月３１日 大統領任期延長議論の表面化 

 

【外政】 

１月 ６日   米国との軍事装備移送協定署名 

１月 ６日 モーリタニア及び近隣情勢（スペインへの移民の動

向） 

１月１２日 米国との安全保障分野の会合 

１月１２日 中国主導の国際調停機関の批准案 

１月１９日   国民議会による中国主導の国際調停機関設立協定の批 

准案の承認 

１月２８日   米国との軍事協力 

 

【経済】 

１月 ６日 ＧＴＡガス田の動向 

１月１０日   ＧＴＡガス田の重要性 

１月１３日 アフリカ開発銀行（ＡｆＤＢ）とアラブ諸国の接近 

１月１７日   中国の鉄鋼市場 

１月２１日   天然ガス輸出の増加 

１月２９日 ＩＭＦによる新規拠出 

 

【経済協力】 

１月１４日   令和７年度対モーリタニア草の根・人間の安全保障無 

償協力「ワダン市テンラバ保健ポスト整備計画」署名式 

の実施 

１月１６日 令和７年度対モーリタニア草の根・人間の安全保障無

償協力「ブタルハヤ市アジュエ第２小学校校舎建設計



画」署名式の実施 

１月１９日 世銀との協力 

１月１９日 モーリタニア・マリ・セネガル間における水・気候・

平和に関する地域プロジェクトの立ち上げ 

１月２６日 令和６年度対モーリタニア無償資金協力「食糧援助」

引渡式 

 

  



【内政】 

●国民対話の開始 

（８日付、当地独立系メディア・タカッドミー） 

１ ガズワニ大統領が国民対話に向けた準備会合を主催 

（１）８日、ガズワニ大統領は、国民対話の参加者と準備会合を開催し、与党

と野党の間で約５２人の政治的および国家的な人物を含む会合を行った。この

会合は１８分を越えなかった。 

（２）会議の冒頭で、ガズワニ大統領は出席者を歓迎し、対話のプロセスを監

督する国家コーディネーターを任命したことを説明し、このコーディネーター

が任務の一環として、約２０００人の政治的および社会的背景の異なる人物と

広範な会合を行ったことを示した。 

（３）ガズワニ大統領は、この対話への招待が彼自身の個人的なイニシアチブ

によるものであり、通常の国家政治のあり方とは違ったステップであると強調

した。通常、野党が対話を求め、政権が躊躇や駆け引きを示すことが一般的

だ。彼は、このプロセスを開始する選択が、すべてのモーリタニア人が一つの

テーブルに座り、問題を誠実に議論し、合意に基づく解決策を共同で探すこと

を望んでいることから来ていると付け加えた。 

（４）ガズワニ大統領は、対話の結果とその成果を保証し、達成されたことを

実施すると強調し、以前の機会に野党が表明した条件と要求を確認したと述べ

た。彼は、予想される対話がモーリタニアの人々にとって非常に重要であり、

その枠組みで政治、経済、社会のすべての分野でさまざまな国家問題が議論さ

れ、国の発展と安定に寄与することを示した。 

 

２ 国民対話の仕組み 

（１）モーリタニア大統領の言葉の後、対話の総コーディネーターであるムー

サ・ファルが、対話の組織構造と準備に採用された方法論について簡単な説明

を行った。国民対話のコーディネーターであるムーサ・ファルは、予想される

国民対話の枠組みと運営メカニズムの概要を示した。 

（２）概要には、対話の監督機関の構造に関する提案が含まれており、編成と

バランスの取れた代表に関するもので、特に議論のワークショップの監督、参

加の組織、審議の公正性と効果を保証することに関する権限と責任を特定して

いる。 

（３）また、国家統一、ガバナンス、民主的モデル、統合を含む主要なテーマ

に関する専門委員会の設立、対話の成果の追跡と評価に関する委員会、通信戦

略に特化した委員会も含まれている。ムーサ・ファルによれば、この枠組み

は、組織化され、包括的で、実行可能で追跡可能な実際の結果に変換可能な対



話を確保することを目的としている。 

（４）説明によれば、コーディネーターは合計１４８９人を受け入れ、認めら

れた２０の政党と設立中の５４の政党、さらに２３８人の独立した人物、９２

の市民社会組織、海外のモーリタニア人コミュニティの８４人のメンバーを含

んでいる。また、成果は、最後の大統領選挙に参加した５人の候補者のうち３

人が協議に参加したことを示しており、主要な政治的アクターを国家的な議論

に参加させる努力を示している。また、対話への参加申請が164件受理され、

これは、観察者によれば、対話の進展とその政治的および制度的な展望に対す

る関心の高まりを反映している。 

 

●首相演説：２０２５年の政府活動報告及び２０２６年の展望 

（２２日付、当地政府系メディアＡＭＩ） 

１ ジャイ首相は、２０２５年の政府活動と２０２６年の展望は、以下の５つの

主要軸に基づいていると説明した。 

（１）法治国家と強固な制度の構築、近代的で合理的な統治の実現。 

（２）効率的で回復力があり、環境的に持続可能な経済の創出。 

（３）十分に訓練され資格のある人的資本の開発（特に若者に焦点を当てる）。 

（４）強力な国民的統一と完全な社会的統合のための条件の創出。 

（５）国の安全と安定の保証、地域および国際レベルでの存在と役割の強化。 

 

２ 各軸における具体的な取り組みと展望（主要部分抜粋） 

 

（１）法治国家と強固な制度の構築 

ア 民主主義制度の強化と行政改革 

・国民対話の準備と促進。 

・多数派と野党を含む全ての政治関係者との開放性の継続。 

（この項以下略） 

 

（２）効率的で回復力があり、環境的に持続可能な経済の創出 

ア マクロ経済の安定と成長 

・２０２６―２０２８年の中期公共支出枠組みと２０２６年度財政法の厳格な

設計。 

・２０２６―２０２７年に国民経済が約５．６％成長、予算歳入・歳出が１０％

以上増加の見込み。 

・投資予算の１５．６％以上増加、インフレ率約２％維持、財政赤字約０．７％%

維持。 



・ＧＤＰに対する公的債務比率の低下傾向継続（２０２６年には４３．３％）。 

イ 構造改革の深化 

・新しい投資法、官民パートナーシップ法、産業法などの実施加速。 

・新しい鉱業法の策定、為替市場改革の継続。 

・環境と持続可能な開発部門の能力強化。 

ウ 成長を促進するインフラの強化と開発 

・道路インフラ:２０２６年に約２，０００ｋｍの道路の完成、着工、調査、資

金調達。ヌアクショットの都市道路網、ティジクジャ-セリバビー道路、新しい

橋の建設など。 

・港湾インフラ:ヌアディブ自治港の改修完了、深水港の建設開始、タニット港

の浚渫と改修。 

・電気通信インフラ:ELALINK 海底ケーブルの接続完了、５Ｇ技術の導入、政府

クラウドの構築、国家光ファイバー網の拡張。 

・エネルギーインフラ:２つの火力発電所とハイブリッド発電所の稼働、ヌアク

ショットとズエラートを結ぶ送電線の稼働、２４都市への新しい発電機設置、４

００以上の村の電化。 

・水力インフラ:イディニプロジェクトの稼働によるヌアクショットの飲料水供

給不足の解決、２４都市での飲料水供給改善、３００以上の村への供給。大規模

ダムの建設、海水淡水化プラントの調査。 

エ 生産部門の発展 

・農業:食料主権の達成と農業革命の開始。米の国内需要の完全充足、伝統的農

産物の生産倍増、食品加工産業の設立。レグベプロジェクトの加速、ダム建設、

農業地域の電化。 

・畜産:家畜の利用改善、新しい戦略の策定、牧畜水資源の確保、全国予防接種

キャンペーン、遺伝的改良プログラム、牛乳収集センターの建設、近代的な食肉

処理場の建設開始。 

・水産資源:漁業の持続可能な管理、国内漁船の発展、バリューチェーンの価値

化、内陸漁業の発展、淡水養殖プロジェクトの開始。 

・鉱業・産業: ＳＮＩＭ（モーリタニア鉄鋼公社）の生産量増加（２０２６年に

１，５５０万トン）、フデリク鉱山での生産開始。工業用・手工業用金生産の開

発、リン酸塩の輸出開始。工業地帯の整備、鉄鋼・肥料などの産業設立のための

調査。 

・観光:観光・ホテルインフラの近代化、目的地の価値化、有資格人材の育成、

国内観光の発展。 

 

（３）人的資本の構築 



ア 保健分野 

・すべての市民への質の高い保健サービスの提供。 

・保健インフラの拡大、基礎的・予防的保健の強化、疫学監視システムの強化。 

・必須医薬品の確保、健康保険の拡大、医療従事者の訓練強化。 

・国立病院のサービス改善プログラム、ヌアクショットの保健センターの建設と

設備、アイウン・アレグ病院の建設完了。 

・サルマン国王大学病院、ズエラート病院、アクジュジト病院などの建設・改修

の加速。 

・国立心血管疾患センター、友好病院の拡張。 

・保健部門向けに１，２００人の職員採用。 

・医薬品部門改革のロードマップの継続（医薬品法の適用、トレーサビリティプ

ラットフォーム、ＣＡＭＥＣの能力強化、薬局の役割強化、コールドチェーン支

援、偽造・密輸対策）。 

イ 教育、伝統的教育、高等教育、職業訓練 

・質の高い教育と訓練の保証。 

・共和制学校の確立、就学前教育へのアクセス向上、障害を持つ子供への支援。 

・教育システムと伝統的教育の橋渡し。 

・高等教育システムの受け入れ能力増加と訓練提供の多様化。 

・職業訓練制度の受け入れ能力増加と市場ニーズへの適応。 

・３，０００以上の新しい教室の受け入れ、寄宿舎の整備。 

・ロッソ高等技術研究機関の拡張、高等商業学校の校舎受け入れ。 

・ヌアクショットの応用科学部、キファの高等農業学校、ネマの高等獣医医学学

校の起工式。 

・国家職業技術訓練振興庁の活動開始。 

・ヌアディブの情報通信技術学校、ヌアクショットの商業職業訓練学校の建設加

速。 

・ダル・ナイム県とエル・ミナ県に職業訓練センターを建設。 

ウ 若者のエンパワーメントと雇用 

・２０２６年に１５，０００の雇用機会を創出する訓練・雇用プログラムの開始。 

・７，０００のボランティア機会の開設。 

・スポーツ・青少年インフラの整備（スタジアム、屋内多目的スポーツホール、

地方のグラウンド）。 

・薬物・逸脱行動から若者を保護するプログラムの実施。 

・すべてのコミューン、県、ウィラヤに地方協議枠組みを設置。 

 

（４）国の安全と安定の保証 



ア 軍隊と治安部隊の能力強化 

・人的、作戦的、物流的、戦闘能力の向上。 

・現役および退職者、殉教者の子供たちの物質的・精神的条件の改善。 

・社会・保健サービスの開発と強化。 

イ 安全保障上の課題への対処 

・不法移民、人身売買ネットワーク、組織犯罪との闘いを最優先。 

・現行法の厳格な適用、技術的・治安的手段の動員、新技術の利用。 

・二国間および多国間協力の強化、情報交換の強化。 

 

３ 結論として、ジャイ首相は次の点を強調した。 

 達成された成果の規模、着手された改革の多様性、プロジェクトの継続的なペ

ースが、今日では具体的な現実であり、誰もが認める事実である。これには、国

内政治情勢における関係の改善、安全と安定の恩恵、社会政策の明確な方向性、

そしてインフラ開発における先見の明のあるプロジェクト（電力生産の倍増、水

供給の改善、農業革命）などが挙げられる。課題が残っていることを認めつつも、

政府はすべての課題に立ち向かい、すべての障害を乗り越え、すべての約束を果

たすためにたゆまぬ努力を続けることを保証する。 

 

●大統領任期延長議論の表面化 

（３１日付、当地独立系メディア・アルアフバール） 

１ 大統領任期延長に関する最新の要求 

（１）最新の要求はアル・ガブラ市のアル・アブカリ市長が述べたもので、彼は

国民がガズワニ大統領の統治に飽きておらず、依然として彼を必要としている

と述べた。同市長はガズワニ大統領に３期目と４期目を要求し、市民に彼の要求

を受け入れるよう呼びかけた。 

（２）一方、ババナ在カタール・モーリタニア大使は、任期と政治的統治の問題

は、包括的な国家の枠組みの中で議論されるべきで、待望の国民対話で提起され

るべきだと述べた。同大使は、西側のモデルから着想を得た任期の決定は、モー

リタニアの開発と安定を達成するため、その適合性についての議論を必要とす

ると付け加えた。ババナ大使の視点からすると、国民は、自らの現実に基づいて

民主主義体制の基盤を決定する権利がある。 

（３）与党インサフ党の指導者であるムディール・ウルド・ブーナは、党は対話

とその内容において積極的な役割を果たすだろうと述べ、統治システムとその

哲学の客観的な政治的評価が必要であり、それが目標を達成したかどうか、そし

てそれに到達できたかどうかを評価する必要があると述べた。 

 



２ 反対の立場 

（１）一方、国会議員のモハメド・アル・アミン・シディ・ムルードは、「一部

の高官が、来るべき対話中に、大統領任期に影響を与えることを公然と宣伝し始

めた場合、国の安定と平和的な権力移行の継続を真剣に考えている人々は、この

対話をボイコットすべきだ」と強調した。 

（２）彼の同僚である国会議員のモハメド・ブイ・シェイク・モハメド・ファデ

ルは、「３期目と憲法への影響は、腐敗した政権の柱からの明確なメッセージで

ある」と警告した。 

（３）市民権と正義の戦線（ジャマ）党の党首であるモハメド・ジャミル・マン

スールは、「（大統領）任期とその開放、その特殊性、その要件」について話し、

国民対話がそれらを議論する機会であるという呼びかけに驚きと遺憾の意を表

明した。 

（４）アラブテレビのモーリタニア人ジャーナリストであるアブドラ・シェイ

ク・シディアは、憲法の保護された条項を変更するよう求める呼びかけは、国家

の高官から発せられるべきではないと述べた。彼は、ガズワニ大統領は「憲法が

彼に義務付けているように、国家職員に憲法違反を呼びかけるのをやめさせる

べきだ」と指摘した。 

 

３ ガズワニ大統領の反応 

（１）ガズワニ大統領は、昨年１１月１３日、ティンベドラでの演説で、政権内

の対立や分裂、または２０２９年の大統領選挙への立候補について語る噂に対

する警戒と注意を呼びかけた。 

（２）ガズワニ大統領は、この件（大統領任期延長）に関して彼のために考えた

り、野心を持っている支持者や友人は「実際には今も明日も彼を傷つけている」

と述べた。また、同大統領は、２０２９年の選挙への立候補に関する噂の目的は、

彼の政権内の対立や分裂を促し、調和と統一を弱めることだと表現した。 

 

【外政】 

●米国との軍事装備移送協定署名 

（６日付、当地独立系メディア・タカッドミー） 

１ ６日 コリーナ当地米大臨時代理大使は、モーリタニア軍の参謀総長、モハ

メド・ウルド・ライス将軍と、３.６百万ドル相当のアメリカの軍事装備をモー

リタニア軍に移送する協定に署名した。 

 

２ これは、アフリカにおける米軍司令部（アフリコム）が主催する年次軍事演

習「フリントロック」の準備の一環であり、軍事協力を強化し、モーリタニア軍



の能力を向上させることを目的としている。 

 

３ このステップは、地域の安全と安定を支援するための軍事訓練と経験の交換

における米とモーリタニアの長期的なパートナーシップの一部である。 

 

●モーリタニア及び近隣情勢（スペインへの移民の動向） 

（６日付、当地独立系メディアＣＲＩＤＥＭ（「INFO MIGRANTS」の記事を転

載） 

１ スペイン・カナリア諸島への移民の減少 

２０２５年には、１７，５００人以上の亡命者がカナリア諸島に到着し、２０２

４年の約４７，０００人に対して６２%の減少となったと、スペイン内務省の数

字によると報告されている。この大幅な減少は、欧州連合とモーリタニア、セネ

ガル、モロッコとの間で締結された合意の強化によるもので、これらの国々は近

年、移民の主要な出発国となっている。２０２４年に、ＥＵはアフリカを訪問し

て新たなパートナーシップを締結し、スペインの群島への移民の出発を阻止し

ようとした。１年後、これらの合意の効果が現れ始めた。  

 

２ モーリタニアとの合意 

（１）モーリタニアは２０２３年以来、西アフリカからスペインの群島に到着し

た移民の主要な出発地となっている。２０年以上にわたり、ヌアクショットは移

民管理のためにスペインとＥＵから多額の資金を受け取ってきた。２０２２年

から２０２７年の期間、ＥＵの割り当ては１，２５０万ユーロに達した。しかし、

最近の大量の到着により、ＥＵは資金を増やすことを決定した。そのため、２０

２４年３月にＥＵとモーリタニアの間で新たな合意が締結され、２億ユーロの

資金が割り当てられた。 

（２）翌夏、スペインのペドロ・サンチェス首相はヌアクショットを訪問し、モ

ーリタニアおよびガンビアとの移民合意を締結した。その見返りとして、モーリ

タニア当局は不法移民に関する地元の法律を厳格化することを約束した。 

（３）２０２５年の初めから、モーリタニアはカナリア諸島に向かうために大西

洋のルートを取るのを待っているサハラ以南の移民に対して抑圧的な政策を実

施している。多くの移民が、路上や亡命者の職場での恣意的な逮捕を語っている。

その後、人々は国境、特にセネガルのロッソ市に追放され、数週間で数千人の亡

命者が到着した。２０２５年１月から４月の間に、モーリタニアは３０，０００

人以上の移民を阻止したと、政府筋は述べた。 

 

３ セネガルとモロッコとの合意 



（１）カナリア諸島への第 2 の出発国であるセネガルも、２０２４年１０月に

ＥＵから不法移民対策のために３，０００万ユーロの援助を受けた。 欧州委員

会はすでに、不法移民、人身売買、移民の密輸と戦うためにセネガルの治安部隊

の能力を強化することを目的とした５７５万ユーロのプロジェクトを資金提供

している。 

（２）一方、モロッコは２０２４年１２月に２５０万ユーロの資金を受け取り、

国境監視能力を強化し、入国地点をより厳しく管理し、人身売買ネットワークと

戦い、マグレブからの移民流入から南ヨーロッパを守るための能力を強化した。 

（３）並行して、２０１３年以来、ＥＵはモロッコの不正移民対策を支援するた

めに３億６，０００万ユーロ以上を支出しており、そのうち２億３，４００万ユ

ーロはアフリカのためのＥＵ緊急信託基金からのものであると、２０２２年２

月のＥＵのメモに記されている。 

 

４ アルジェリアからのルートが増加 

（１）しかし、別の群島であるバレアレス諸島では到着が増加した。２０２５年

には、このスペイン領に約７，４００人が到着し、２０２４年の５，９００人に

対し、２４．５％の増加となった。 

（２）アルジェリアからバレアレス諸島へのルートは２０２５年に「スペインへ

の主要な通過ルート」となったと、１２月末に発表された報告書でＮＧＯ 

Caminando Fronteras は述べている。この群島への出発の増加は、死亡者数の増

加を意味する。ＮＧＯによれば、２０２５年にアルジェリアからバレアレス諸島

に向かった１，０３７人が命を落とし、２０２４年の５１７人に対して増加して

いる。 

 

●米国との安全保障分野の会合 

（１２日付、当地独立系メディア・タカッドミー） 

１ 安全保障協力 

コリーナ米大臨時代理大使は、最近、シディ防衛大臣と会談し、両国間の協力

関係の調整と強化を図った。当地米国大使館が、本日フェイスブックに投稿した

記事では、モーリタニアが米国にとって重要なパートナーであることを確認し、

「両国間の強力な安全保障協力は、地域の安定を達成するための共通のコミッ

トメントを反映している」と述べ、国境を越えた脅威に対処し、両国の平和と繁

栄を促進することを強調した。この会談は、特に安全保障と防衛の分野における

ヌアクショットとワシントンの継続的なパートナーシップの文脈で行われ、サ

ヘル地域の地域安全保障状況が議論された。 

 



２ サイバーセキュリティ強化 

（１）エトゥファハＤＸ・行政近代化大臣は、本日、コリーナ米大臨時代理大使

と、サイバーセキュリティ強化に関する協議を実施した。これには、サイバーセ

キュリティとデジタルサービスのソリューションを専門とする米国のサイバス

ティオン社の代表団も同席した。会談では、デジタル変革に伴い増大する課題の

中で、サイバーセキュリティの強化と重要なデジタルインフラの保護における

モーリタニアと米国の協力の展望が議論された。 

（２）モーリタニアのＤＸ・行政近代化省は声明で、コンピュータセキュリティ

インシデント対応チーム（ＣＳＩＲＴ）とコンピュータセキュリティオペレーシ

ョンセンター（ＳＯＣ）を設立することを目指しており、国家の能力の育成、専

門知識の移転、サイバーセキュリティ分野における地域の能力構築に特別な焦

点を当てる必要があると述べた。 

 

●中国主導の国際調停機関の批准案 

（１２日付、当地政府系メディアＡＭＩ） 

１ １２日、国民議会の外交委員会は、シェイク副委員長の主導の下、２０２５

年５月３０日に中国の香港で署名された国際調停機関設立協定の批准を許可す

る法案を検討した。 

 

２  委員会では、メルズーク外務大臣によるプレゼンテーションが行われ、法

案の目的と重要性が説明された。 

 

●国民議会による中国主導の国際調停機関設立協定の批准案の承認 

（１９日付、当地政府系メディアＡＭＩ） 

１ 概要 

 モーリタニア国民議会は、１９日、ヌアクショットの同議会本部において公開

会合を開催し、シェイフ・バハ副議長の主宰の下、２０２５年５月３０日に中国・

香港で署名された「国際調停機関設立協定」の批准を認める法案を承認した。 

 

２ スウェイダット法務大臣（臨時外務・アフリカ協力・在外モーリタニア人大

臣）発言 

（１）同機関の設立は、中国が近年、とりわけ南半球諸国に向けて提唱してきた

一連の国際的イニシアティブの流れの中に位置づけられるものであり、「一帯一

路」構想や「グローバル保障イニシアティブ」などがその代表例である。これら

中国主導のイニシアティブの最大の特徴は、国連憲章の諸原則と完全に整合し

ている点にあり、そのため多くの国々、とりわけ中国と強固な関係や利害を有す



る開発途上国から広く受け入れられている。さらに、政府司法や仲裁といった従

来の紛争解決メカニズムがますます複雑化している現状を踏まえ、調停に特化

した新たな中立的な制度的枠組みの創設が必要である。 

（２）同枠組みは、国連憲章第３３条に定められた平和的手段による紛争解決の

履行を担保することを目的とし、締約国の要請に基づいて調停サービスを提供

する責任を負うものである。また、同機関の活動は、国家主権および国家間の平

等の尊重、調停サービス提供における中立性と独立性、いかなる介入においても

当事者の同意を不可欠の条件とすること、ならびに平和的手段による紛争解決

に向けた相互理解の促進といった原則に基づいて行われる。さらに、本協定が全

１１章６３条から構成されており、簡潔な前文において、署名国が同機関を設立

するための共同の意思が明確に示されている。 

 

●米国との軍事協力 

（２８日付、当地独立系メディアＣＲＩＤＥＭ（「Defense Forum」の記事を転

載）） 

１ 米による軍事装備品の供与 

（１）モーリタニアがサヘル地域および西アフリカにおける増大する安全保障

上の脅威に立ち向かうのを支援するため、米国政府は２０２５年１２月、作戦用

軍事装備品の貨物を寄贈した。 

（２）モーリタニアの政治アナリスト、ベブート氏は、国境を越えた安全保障上

の脅威が存在するにもかかわらず、米国の支援によりモーリタニアが２０１１

年以来テロ攻撃を受けていないと指摘する。これらの脅威の中には、テロ組織で

あるイスラムとイスラム教徒の支援グループ（ＧＳＩＭ）が含まれる。昨年８月、

ＧＳＩＭはマリのファラブーグーを占領した。この町はワガドゥの森の近くに

あり、モーリタニア国境に位置するこの森は GSIMの拠点としてよく知られてい

る。 

（３）ベブート氏は装備品の寄贈について、「この支援は、混乱と安全保障上の

課題が激化する地域において、信頼できるパートナーであることが証明された

国とのパートナーシップを深めたいという米国の明確な願望を反映している」

と述べている。また、同氏は、米国政府がモーリタニア空軍にも支援を提供して

おり、特に監視・偵察機の整備に関して、「空軍の規模が限られているにもかか

わらず、任務の有効性を確保している」と述べている。 

（４）引き渡し式典で、米国大使館のサンダース臨時代理大使は、地域における

平和、安全、安定を支援するという米国政府のコミットメントを再確認した。「二

国間協力は、装備品、訓練、技術支援の提供を超えて、軍隊間の相互運用性の向

上、伝統的および非伝統的な脅威に立ち向かうことができる長期的なパートナ



ーシップの発展、そして両国に利益をもたらす安定した安全保障環境の確立を

含む」と彼女は述べた。 

 

２ 米・モーリタニア軍事訓練 

（１）装備品の寄贈の１か月前、米国アフリカ軍（AFRICOM）はアタールでモー

リタニア空軍との間で地対空訓練イベントを実施した。この訓練には、複数の模

擬爆撃任務が含まれていた。 

（２）AFRICOMの作戦部長であるホフマン少将は、「このような訓練は、能力開

発だけではない。それは、複雑な安全保障環境においてパートナーとの相互運用

性を確保し、脅威を抑止し、相互の利益を守るために必要な戦力を投射すること

だ。」と述べた。 

（３）安全保障専門家は、モーリタニアの安全保障戦略を称賛している。２００

５年から２０１１年の間、同国はアルカイダと関連する過激派グループの標的

となり、軍人や外国大使館を攻撃し、西洋人を殺害・誘拐した。これに対し、モ

ーリタニアは、軽航空支援と国内に点在する検問所を備え、砂漠で行動できる高

度に機動的な特殊介入部隊を創設した。 

（４）ラクダに乗ったモーリタニア兵士は、東部砂漠地域で情報を収集し、遊牧

民の間で国家の存在を維持している。「モーリタニアは、特にホド・エル・シャ

ルギと呼ばれる東部国境地域で、効果的な人的情報ネットワークを維持してい

る」と、米国国務省は２０２３年のテロに関する報告書で述べている。 

 

【経済】 

●ＧＴＡガス田の動向 

（６日付、当地独立系メディアＣＲＩＤＥＭ） 

１ モーリタニアにおけるＬＮＧ輸出の増加見込み 

（１）モーリタニアの液化天然ガス（ＬＮＧ）輸出は２０２６年に大幅な増加

を見込んでおり、成長著しい輸出国としての地位を強化する。 

（２）ワシントンに拠点を置くエネルギープラットフォームが得た運用情報に

よると、コスモス・エナジーはモーリタニアとセネガルでのＬＮＧプロジェク

トの生産を引き続き拡大する。 

（３）コスモス・エナジーは、モーリタニアのＬＮＧ輸出の発展に関して、Ｇ

ＴＡ (グレート・トルトィユー・アフメイム)プロジェクトでの生産の継続的

な増加を発表した。浮体式メタン運搬船は、２０２５年１２月に年間２７０万

トンの定格容量でフル稼働し、年間約３００万トンの生産ピークに達した。 

（４）２０２５年には、ＬＮＧの総出荷量が１８５０万トンに達し、コンデン

セートの出荷も加わった。コスモス・エナジーは、性能の継続的な向上によ



り、２０２６年にＬＮＧ出荷量がほぼ倍増すると予測している。 

 

２ ＧＴＡガス田の今後の開発見込み 

（１）ＢＰはＧＴＡガス田のオペレーターであり、５６％の参加を持ち、コス

モス・エナジー（２７％）、セネガル国営石油会社ペトロゼン（１０％）、モ

ーリタニア炭化水素会社（ＳＭＨ）（７％）と共に参加している。 

（２）ＢＰは、ＧＴＡフィールドの開発をポートフォリオで最も重要なプロジ

ェクトと説明しており、少なくとも２０年間の生産を保証するのに十分なガス

埋蔵量を持っている。フィールドの推定総埋蔵量は約１５兆立方フィートであ

る。 

（３）専門のエネルギープラットフォームの石油およびガスフィールドデータ

ベースによると、ＧＴＡフィールドはアフリカで最も深い海底インフラを持

ち、井戸は最大２８５０メートルの深さに達している。 

（４）このガス田開発プロジェクトの第１フェーズは、年間２５０万トンの液

化天然ガス（ＬＮＧ）を生産することを目指している。 

（５）この数字は第２フェーズで年間５００万トンに増加し、プロジェクトの

３つのフェーズが完了すると年間１０００万トンに達する予定だ。 

 

●ＧＴＡガス田の重要性 

（１０日付、当地独立系メディア・モーリタニア・ナウ） 

１ ＧＴＡガス田の重要性、役割 

（１）過去数年間、モーリタニアの海岸は様々な企業による集中的な探査活動

を目撃し、シャンギット、ティオフ、ティフィット、ラテ、アベリンダ、フォ

コンなどのいくつかのガス田や、バンダ、ペリカン、アハミム、ベール・アッ

ラーなどのガス田が発見された。 

（２）モーリタニアとセネガルが共同で分け合うＧＴＡ (グレート・トルトィ

ユー・アフメイム)は、国際的なパートナーシップとアフリカのエネルギーマ

ップにおける質的な変化をもたらし、両国を初めて液化天然ガスの輸出国へ仲

間入りさせる。このプロジェクトは、両国の共同海域に位置する大西洋の超深

海に位置し、アフリカで最も深い海洋プロジェクトであり、経済的および開発

的な共同利益を持つアフリカ最大のガスプロジェクトの一つとされている。各

国の取り分は年間約１０億ドルと推定され、埋蔵量は１５０億立方フィートに

達する。 

（３）液化天然ガスの商業輸出は昨年の第４四半期に実際に開始され、液化ガ

スの総出荷量は１８．５回、コンデンセートの出荷は１回で、最初の出荷はエ

ジプトに２１４，０００トン以上到達し、２０２５年から２０３５年の期間に



おいて世界のガス市場に影響を与える要素となった。液化ガスの浮体船は２０

２５年１２月に名目上のフルキャパシティである２７０万トンで稼働し、2030

年までに年間約１，０００万トンに徐々に増加する。この段階的な道筋は、技

術的要件、海洋施設の安全性、世界市場への段階的な統合のバランスを取る慎

重なアプローチを反映している。２０３０年以降、生産はこのレベルで安定す

ると予想されており、投資家と買い手の両方にとってより明確な見通しを提供

する。 

（４）ＧＴＡは、米国、カタール、オーストラリアなどの主要な液化天然ガス

生産国と比較して量的には競争しないが、その重要性は世界的なエネルギー供

給源の多様化にある。 

 

２ ビル・アッラー・ガス田 

（１）ＧＴＡの重要性にもかかわらず、モーリタニアにとって最大の期待を集

めるフィールドは、ＧＴＡの北約６０キロメートル、国境から１００キロメー

トルの距離に位置するビル・アッラー・ガス田だ。埋蔵量は８００億から１，

１００億立方フィート、つまり２，２６０億から３，１００億立方メートルと

推定されている。 

（２）ビル・アッラー・ガス田を活用することで、これらのガス田はモーリタ

ニアに１１０，０００億立方フィート以上のガス埋蔵量を提供し、３，１００

億立方メートルを超え、ナイジェリア（２０７，０００億立方フィート）、モ

ザンビーク（１７６，０００億立方フィート）、アルジェリア（１５９，００

０億立方フィート）に次ぐ地位を確立する。 

 

３ ＧＴＡの世界市場における位置づけ 

（１）モーリタニアとセネガルの輸出市場への参入は、特定の伝統的な地域へ

の依存を減らし、供給チェーンに関連する地政学的リスクを軽減し、ヨーロッ

パとアジアの輸入業者に追加の選択肢を提供する。これにより、既存のバラン

スを大きく乱すことなく、世界のガス市場の柔軟性が強化される。 

（２）ＧＴＡからのガスの流れは、特にスポット市場の緊張時に液化天然ガス

の価格に穏やかな影響を与える可能性があるが、この影響はアジアの需要の継

続的な成長、地政学的な状況の変動、世界的なエネルギー転換政策の加速によ

って制限される。したがって、このプロジェクトは長期的に価格を下げる要因

というよりも、「安全弁」としての役割を果たすだろう。 

（３）ＧＴＡは、国際的なエネルギー舞台におけるモーリタニアとセネガルの

地政学的な重みを形成し、欧州連合とアジア市場のエネルギー安全保障戦略に

おける潜在的なパートナーとなる。この役割は、今後数年間でより広範な経済



的および金融的関係に反映されると予想される。 

（４）ポジティブな見通しにもかかわらず、このプロジェクトはエネルギー市

場の変動、環境基準の強化、他のガスプロジェクトとの競争の激化、再生可能

エネルギーへの移行の加速などの課題に直面している。政府と運営会社がこれ

らの課題を管理する能力の程度は、プロジェクトの経済的利益の持続可能性に

決定的な影響を与えるだろう。２０２５年から２０３５年の期間中、ＧＴＡは

地域のエネルギーの柱となり、世界の液化天然ガス市場の安定要素になると予

想されている。しかし、真の賭けは、ガス収益を持続可能な経済発展に変える

ことにあり、天然ガスの範囲外にまで及ぶ問題となる。 

 

●アフリカ開発銀行（ＡｆＤＢ）とアラブ諸国の接近 

（１３日付、当地独立系メディアＣＲＩＤＥＭ（ジューンアフリックの記事を

転載）） 

１ アフリカとアラブ諸国との接近 

（１）西側、特に米国からの資金提供が減少する中、昨年５月からタハが率い

るＡｆＤＢ（アフリカ開発銀行）は、湾岸諸国との関係を強化している。 

（２）アラブ世界とＡｆＤＢの関係を強化するための前例のない会合が行われ

た。これは１月１３日にアビジャンで行われたもので、ＡｆＤＢの本部で、モ

ーリタニア人のタハが総裁を務めるＡｆＤＢと、クウェート、サウジアラビ

ア、ＵＡＥ、カタールの主要な国立基金で構成されるアラブ調整グループ（Ｇ

ＣＡ）との間で議論が行われた。西側のドナー、特に米国が撤退する中で、ア

フリカ大陸と湾岸諸国の接近が進んでいる。 

 

２ タハＡｆＤＢ総裁発言とアラブ側反応 

（１）タハＡｆＤＢ総裁は、ＧＣＡとのより緊密な関係が、米国などのドナー

国が海外支出を削減する中で、資金需要と実際に動員された資金の間の拡大す

るギャップを埋めるために不可欠であると述べた。「今必要なのは、より構造

化され、完全に戦略的なパートナーシップだ」と同総裁は述べた。 

（２）元モーリタニア財務大臣（タハ総裁）はまた、アフリカ経済開発のため

のアラブ銀行、国際開発のためのＯＰＥＣ基金、サウジアラビア開発基金を含

むＧＣＡとのより緊密な協力が、工業化や雇用創出などの優先事項のために追

加の長期資金を動員する可能性があると説明した。 

（３）ＡｆＤＢ総裁にとって、断片的な協力ではもはや大陸のニーズに応える

ことはできない。彼にとって、実用的でより構造化されたパートナーシップに

向かう必要がある。この論理に基づいて、共同資金調達の優先事項を含む、彼

らの関与の新しい条件を明確にする公式声明に署名した。 



（４）ＡｆＤＢ総裁は、開発資金の不足、つまり現在の資金と、アフリカ経済

の発展を可能にするために港湾、農業、その他のインフラに投資するために

AfDBが必要と見積もる金額の間のギャップが、深刻な「外部ショック」の影響

で拡大していると強調した。 

（５）国際開発のためのＯＰＥＣ基金のオペレーション担当副会長であるラ

ミ・アハマドは、この新しいアプローチは、国家レベルでの一時的な投資では

なく、地域的なアプローチで大規模な長期支出をターゲットにするための調整

プラットフォームの作成を想定していると述べた。また、出席したアラブの機

関は全て、食料安全保障、気候変動、エネルギーアクセス、民間セクターの成

長などの重要な分野での大陸への投資に対する彼らのコミットメントを再確認

した。 

 

●中国の鉄鋼市場 

（１７日付、当地独立系メディア・モーリタニア・ナウ） 

１ 中国にとっての鉄鉱石の重要性 

（１）鉄鉱石は中国にとって単なる貿易商品ではなく、産業システムの生命線

であり、インフラ、民間産業、軍事兵器のバックボーンを形成する鉄鋼産業の

原材料である。 

（２）中国は世界の鉄鋼生産の約５３％を占めるが、鉄鉱石の約８０％を輸入

に依存している。２０２４年には輸入額が１，３２０億ドルに達し、電子チッ

プ、石油に次ぐ第３位の輸入項目となっている。 

（３）国内には約１７０億トンの鉄鉱石埋蔵量があるにもかかわらず、その９

５％が低品位（平均品質３４％以下）であり、採掘・処理コストが高いため、

国内生産は競争力に欠ける。 

（４）輸入の６０％をオーストラリア、２１％をブラジルが占め、供給源がわ

ずか２か国に集中している。 

（５）世界の鉄鉱石貿易の７０％を消費する最大の購入者であるにもかかわら

ず、中国は価格設定メカニズムに直接影響を与える権限を持たない。 

 

２ 中国の新たな戦略 

（１）中国は、日本の事例から学び、鉱山資産への戦略的投資と株式保有の重

要性を認識。相互所有システムという根本的な問題に直面し、鉄鉱石の世界市

場を再構築するための「礎石計画」を立ち上げた。これは、価格決定権を奪取

するための決定的な試みである。この計画は、２０２５年、２０３０年、２０

３５年の３段階で、原材料サプライチェーンの弱点を根本的に解決し、価格決

定メカニズムにおける中国の影響力を確立することを目的としている。 



（２）大連商品取引所：２０１８年５月４日、大連商品取引所（ＤＣＥ）は外

国人投資家に開放され、人民元建て鉄鉱石の国際化が実現した。ＤＣＥは２０

１３年１０月に先物取引を開始し、現在では物理的な現物決済システムを採用

する世界最大のプラットフォームとなっている。ＤＣＥはシンガポール取引所

の約２３倍の取引量を誇り、先物価格と合意された価格差を最終決済の基準と

するメカニズムを採用することで、投機を抑制し、世界の需給と中国産業の実

際のニーズを反映した価格形成を促進している。 

（３）人民元建て価格設定の重要性:人民元建て価格設定は、取引の価値が中

国市場で形成された価格と現地指標に基づいて決定される戦略的な意味を持

つ。これにより、価格決定権が鉱業大手から中国に移り、中国の産業グループ

が統一された購入価格を提示できるようになる。 

（４）国内の分散解消:中国は、国内の鉄鋼会社の分散が価格決定権を奪う要

因であると認識し、２０２２年７月に２００億人民元の資本金で中国資源集団

有限公司（ＣＭＲＧ）を設立した。ＣＭＲＧは、国の需要の約７０％の購買力

を統一し、サプライチェーンのセキュリティを確保することを目的とした国家

所有の主権エンティティだ。主要な鉄鋼生産者の埋蔵量とニーズを統合するこ

とで、単一の買い手としての優位性を確立した。また、ＣＭＲＧは、国際交渉

における中国の重みを強化し、鉱業大手との対立を通じて人民元決済の割合を

大幅に増加させた。 

 

３ 西アフリカ、台頭する第三極 

（１）中国は、鉄鉱石の供給源における依存関係を打破するため、西アフリカ

を戦略的な代替地として位置づけた。ギニア、モーリタニア、リベリア、シエ

ラレオネなどの国々は、アフリカ大陸の埋蔵量の８５％にあたる５５０億トン

もの鉄鉱石を保有している。 

（２）シマンドゥ鉱山:中国企業は、将来計画されている総生産能力約１億９

０００万トンの約７０％を占める鉱山の株式を取得している。特にギニアのシ

マンドゥ鉱山は、５０億トンの埋蔵量と６７％という高純度を誇り、２００億

ドルを超える中国の投資により、２０２５年１１月に正式な生産段階に入っ

た。年間１億２０００万トンの生産能力は、世界の供給量の５％、中国の年間

消費量の約１０％に相当し、世界の鉄鉱石市場における第三極の形成を促す。 

 

４ 結論 

（１）大連商品取引所を金融の腕として、西アフリカを地理的代替地として、

中国資源集団を統一された購買力として、これら３つの柱によって、中国は価

格決定権を獲得するための戦略的な円を閉じることができた。２０２６年に入



り、中国はもはや他者の条件に従う巨大な消費者ではなく、価格決定権を持つ

リズムメーカーへと変貌した。 

（２）シマンドゥ鉱山やその他の西アフリカの鉱山からの鉱石の流入は、オー

ストラリアのピルバラの独占を破り、より公正で多元的な価格決定システムへ

の移行を促している。この地政学的な変化の中で、モーリタニアは、その地理

的位置、豊富な鉄鉱石埋蔵量、そしてグリーン水素と再生可能エネルギー分野

における野心により、戦略的なプレーヤーとして浮上している。 

 

●天然ガス輸出の増加 

（２１日付、当地独立系メディア・ムラーシルーン） 

１ 輸出の増加 

（１）エネルギー研究ユニット（ワシントンに拠点を置く）のウェブサイト

は、世界の市場が２０２５年に初めてモーリタニアからの液化天然ガス輸出を

受け入れたことを明らかにした。 

（２）２０２５年の同国の液化天然ガス輸出は１３８万トンに達し、昨年１２

月には年間で最高の月間輸出量である２２万６千トンを記録した。２０２５年

下半期には、輸出は１０８万トンに急増し、上半期のわずか３０万１千トンと

比較して大幅に増加した。 

（３）２０２５年のモーリタニアからの液化天然ガス輸出の四半期データは、

同国が生産ペースを着実に上げていることを示している。 

第１四半期：４万２千トン 

第２四半期：２６万トン 

第３四半期：５２万１千トン 

第４四半期：５６万トン 

（４）上記の数字は、モーリタニアが輸出した液化天然ガスの量が、同年の第

１四半期（４万２千トン）から第４四半期（５６万トン）にかけて約１３倍に

急増したことを示している。第３四半期は、２０２５年のモーリタニアからの

液化天然ガス輸出の転換点となった。供給量は第２四半期と比較して１００％

増加し、初めて５０万トンの壁を突破した。同国は２０２５年最終四半期も上

昇傾向を維持し、５６万トンという最高の四半期レートを記録した。 

 

２ ２０２５年にモーリタニアから液化天然ガスを輸入した国々 

トルコ：３０万４千トン 

イタリア：２５万５千トン 

エジプト：２１万８千トン 

インド：１５万２千トン 



中国：１５万トン 

（１）上記のリストが示すように、トルコは約３０万４千トンを輸入し、１０

月に最初の貨物を受け取り、その量は１５万２千トンを超え、２０２５年１２

月にはほぼ同量の輸入が続いた。 

（２）２位はイタリアで、２５万５千トンを超える輸入があった。エネルギー

研究ユニットのデータによると、７月に最初の最大の貨物を受け取り、その量

は１０万６千トンに達した。 

（３）エジプトは、２１万８千トンを輸入し、３位に位置し、最も重要なアラ

ブおよびアフリカの目的地として浮上した。これらの供給は、２０２５年最終

四半期に集中した。 

（４）アジアでは、２０２５年のモーリタニアからの液化天然ガス輸出は、イ

ンドと中国の市場に浸透し、両国への総供給量は約３０万１千トンに達し、中

国が最初の輸入国となった。 

（５）モーリタニアから液化天然ガスを輸入した国々のリストには、ヨルダ

ン、ポーランド、リトアニア、ベルギーも含まれており、それぞれ約７万６千

トンを輸入した。 

 

３ モーリタニアからの液化天然ガス輸入国の多様性 

（１）エネルギー研究ユニットのディレクターであるアフメド・シャウキ氏

は、モーリタニアから９か国への液化天然ガス輸出が、ＧＴＡプロジェクトの

稼働から１年足らずで実現したことは、多くのことを示唆していると強調し

た。 

（２）第一に、商業生産率の急速な加速は、数か月以内に輸出を倍増させ、浮

体式液化ユニットの年間２３０万トンのフル生産能力に到達することにつなが

るだろう。 

（３）第二に、輸出先の多様性が非常に大きいこと、そしてそのほとんどが世

界最大の液化天然ガス輸入国であることは、モーリタニアが数年以内に世界の

市場にとって信頼できる供給国になることを示している。これを裏付けるの

は、モーリタニアから液化天然ガスを輸入する上位５か国が、エジプトを除い

て、世界の輸入市場の上位１０か国に入っていることである。エジプトは、過

去２年間で世界で最も急速に成長している輸入市場の１つであり、２０２５年

だけで輸入が２２０％以上急増した。 

 

 

●ＩＭＦによる新規拠出 

（２９日付、当地独立系メディアＣＲＩＤＥＭ） 



１ ＩＭＦによる新規拠出の決定 

（１）ＩＭＦは、６５９０万ＳＤＲ（特別引出権）（約９１０００万米ドル）

の新たな資金拠出を承認した。これらの資金は、２０２３年１月に承認された

４２か月間の拡大信用供与制度（ＥＣＦ）と拡大資金供与制度（ＥＦＦ）の混

合協定、および２０２３年１２月に承認された強靭性・持続可能性ファシリテ

ィ（ＲＳＦ）の枠組みの中で提供される。 

（２）資金拠出は、ＥＣＦとＥＦＦの下で６４４万ＳＤＲ、ＲＳＦの下での５

９４４万ＳＤＲで構成される。合計で、これらのプログラムの開始以来、モー

リタニアに支払われた累積額は、１億９１８０万ＳＤＲ、すなわち約２億５８

００万ドルに達する。 

 

２ モーリタニア経済の評価 

（１）ＩＭＦは評価の中で、持続的な不確実性を特徴とする国際環境における

モーリタニア経済の回復力を強調している。経済成長率は２０２４年に６．

３％に達し、特に非採掘部門のダイナミズムに牽引された。しかし、２０２５

年には減速が予想され、同国の経済の歴史的柱である採掘部門の縮小により、

成長率は４．２％に予測されている。 

（２）中期的に見ると、公共インフラへの投資の継続と民間部門の関与の増加

に支えられ、見通しは「良好」なままである。しかし、ＩＭＦは、これらの見

通しは、世界経済の状況に関連する外部リスク、および特に安全保障に関連す

る地域的要因に依然としてさらされていると強調している。 

（３）理事会の審議後、ＩＭＦの岡村副専務理事は、「適切に調整された」政

策がマクロ経済の均衡を維持するのに貢献していると称賛した。ＩＭＦは、財

政管理における進歩を強調している。財政アンカーの採用と制度化は、当局の

戦略の中心的な要素であり、公的債務の軌道を安定させることを可能にしてい

る。同時に、経常収支赤字は２０２５年に減少すると予想されており、国際準

備高は適切な水準を維持している。 

（４）金融・財政面では、ＩＭＦはモーリタニア中央銀行の金融政策枠組みの

近代化の重要性を強調している。為替市場の深化と銀行部門の健全性規制の強

化は、外部ショックに対する経済の回復力を高めるための不可欠な手段として

特定されている。 

（５）マクロ経済の均衡を超えて、ＩＭＦは、より包摂的で採掘産業への依存

度が低い成長を支援するために、構造改革を加速するよう求めている。特定さ

れた優先事項には、ガバナンスの改善、ビジネス環境の強化、人的資本への投

資が含まれる。 

（６）ヌアクショットにとって、ＩＭＦの財政的・技術的支援は、短期的な安



定化と長期的な構造変革の支援の両方にとっての手段として現れている。 

 

【経済協力】 

●１月１４日、内田大使は、ワダン市にて、令和７年度対モーリタニア草の根・

人間の安全保障無償協力「ワダン市テンラバ保健ポスト整備計画」の署名式を執

り行った。 

 

 

●１月１６日、内田大使は、ブタルハヤ市にて、令和７年度対モーリタニア草の

根・人間の安全保障無償協力「ブタルハヤ市アジュエ第２小学校校舎建設計画」

の署名式を執り行った。 

 

●世銀との協力 

（１９日付、当地独立系メディアＣＲＩＤＥＭ） 

１ 世銀協力概要 

（１）１９日、経済開発省は、世銀グループとの協力のもと、世銀グループが

資金提供するプロジェクトのためのワークショップを開催した。 

（２）モーリタニアにおける世銀グループのポートフォリオは、持続可能な開

発、エネルギー、インフラストラクチャー、人的資本などの主要セクター間の



バランスの取れた配分が特徴だ。 

（３）最近、提供された資金は著しい進展を遂げ、現在の総額は１１億３，０

００万米ドルに達し、人間と持続可能な開発、鉱業、エネルギー、社会保護、

農業、畜産の各セクターに分配されている。 

 

２ 関係者発言 

（１）この機会に、スレイマン・シェイフ・シディヤ経済・開発大臣は、世銀

が過去数十年間にわたりモーリタニアの開発努力を支援してきたこと、そして

現在、１１の国内プロジェクトと９の地域プロジェクトを含む２０のプロジェ

クトを協力ポートフォリオの一環として資金提供していることを強調した。 

（２）ディウフ世銀常駐代表は、モーリタニアがＩＤＡ資金を動員する能力を

強化し、１億ドルを超えるコミットメントを達成したことを称賛した。ＦＹ２

０からＦＹ２６の間のコミットメントの定期的な増加は、国、その機関、およ

びその開発優先事項における深い協力と信頼のレベルの高まりを示す強力なシ

グナルだと結論付けた。 

 

●モーリタニア・マリ・セネガル間における水・気候・平和に関する地域プロ

ジェクトの立ち上げ 

（１９日付、当地政府系メディアＡＭＩ） 

１ プロジェクト概要  

（１）スレイマン・シェイフ・シディヤ経済・開発大臣は１９日、ヌアクショ

ットにおいて、モーリタニア、マリ、セネガルの国境地域を対象とする「越境

水資源管理・気候安全保障・平和構築プロジェクト」の立ち上げ式典を主宰し

た。本プロジェクトは、国連平和構築基金（ＰＢＦ）から７００万米ドルの資

金提供を受け、ユニセフ及び国際移住機関（ＩＯＭ）が２４か月間にわたり実

施するものであり、モーリタニア、マリ、セネガルの国境共有地域において、

水を協力と平和の推進力とし、気候変動に対する強靱性を高めることを目的と

している。 

（２）同プロジェクトは、直接的には１５万１,０００人以上を対象とし、間

接的な受益者は５３万５,０００人を超える見込みである。対象地域は、モー

リタニアのギディマカ州、ゴルゴル州、アッサバ州、ホード・エルガルビ州、

マリのカイ地方、セネガルのタンバクンダ、マタム及びケドゥグの各地域であ

る。また、行動計画には、気候変動に耐え得る水関連インフラの新設・改修、

水を巡る紛争を管理するための地域社会メカニズムの構築、気候リスクに関す

る早期警戒システムの整備が盛り込まれている。 

 



２ 関係者発言 

（１）スレイマン・シェイフ・シディヤ経済・開発大臣は、本会合は国境を越

えて存在する課題に立ち向かうための共通の意思を体現するものであると述

べ、水資源の希少性および気候変動の影響が、近隣諸国に対し、個別的な適応

の論理から先取り的な協力の論理へと移行し、連携して行動することを求めて

いると指摘した。さらに、本プロジェクトは単なる水インフラへの投資ではな

く、平和と安定、ならびに資源、歴史、共通の課題を分かち合う地域住民の共

同の未来への投資であると強調した。加えて、本プロジェクトは、共有された

政治的ビジョンを現実の具体的行動へと転換する実践的モデルとなるよう設計

されていると述べた。１５万人を超える直接受益者の生活に実質的な影響をも

たらし、参加、公正、共同開発に基づく持続的な平和の構築に寄与するよう、

透明性と効率性をもってプロジェクトを実施するため、すべてのパートナーと

協力していくモーリタニアの全面的なコミットメントを改めて表明した。 

（２）ピーターズ・ヤヒア・モーリタニア国連常駐調整官は、本プロジェクト

を、平和構築基金が資金提供する取り組みの中でも最も野心的なものの一つで

あると評価し、地域協力を平和構築の中核に据えるという強い政治的選択を体

現するものであると述べた。さらに、本イニシアティブは運命を共有する人々

の現実を映し出すものであり、平和と安定は協力を通じてこそ築かれるという

事実を、これまで以上に強く想起させるものであると付言した。 

（３）ンダイール・国境管理国家委員会代表兼セネガル代表団長は、本プロジ

ェクトが３か国にとって極めて重要であると述べ、良好なガバナンスの枠組み

に位置づけられ、努力の結集を目的とするものであるとした上で、パートナー

の関与とこれまでの努力に誇りを示した。 

（４）ビラン地方行政・分権化省技術顧問兼マリ代表団長は、本プロジェクト

が地域諸国間の関係強化に大きく貢献し、資源の適正管理と協力の強化が、い

かに人々の利益につながるかを明確に示すものであると評価した。 

（５）アルウィ・モーリタニア・ユニセフ代表は、プロジェクトの概要説明を

行い、その目的について説明するとともに、経済的枠組みや政策の強化に寄与

し、整合的かつ適切に策定された文書に基づいて実施されるものであると述べ

た。 

 



●１月２６日、内田大使は、ヌアクショットにて、令和６年度対モーリタニア

無償資金協力「食糧援助」の枠組みにおいて、約４３００トンの米の引渡式を

執り行った。 

 


